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事業内容

１　出資等の状況（Ｈ14.4.1現在） （単位：千円,位）

2,175,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

1,050,000 48.3%

292,500 13.4%

240,000 11.0%

180,000 8.3%

30,000 1.4%

382,500 17.6%

2,175,000 100.0%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（Ｈ16.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

団体名 幕張熱供給株式会社 県所管課 幕張新都心整備課

その他12社

習志野市企業局

千葉県下水道公社

千葉県

東京電力㈱（関連会社含む

出資（出捐）者

東京ガス㈱

資本金（又は出捐金）

木下　貴志

０４３－２７４－７４１１

平成5年6月1日

千葉市美浜区中瀬１丁目３番地

冷水、温水､蒸気等の熱供給に関する事業　　他

主な者

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

計

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

０４３－２２３－３４２７



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １３年度
１４年度

（H１４.９.３０現在）
１５年度

総資産 1,983,293 1,981,721

負　債 18,463 16,932

資　本 1,964,829 1,964,788

累 積 損 益 △ 210,170 △ 210,211

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １３年度
１４年度

（H１４.９.３０現在）
１５年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 10,311 9,567

経 常 損 益 △ 4,273 433

当 期 損 益 △ 5,223 △ 41

減価償却前当期損益　　　　 △ 5,223 △ 41

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

借 入 金 残 高　　　　　     

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況 該当無し
（単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １３年度 １４年度 １５年度

委　託　料   　　

補助金･交付金・
負担金

その他
（利子補給・税の
減免額・出資金・
貸付金・その他）

合　　　計

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（単位：人）

１３年度 １４年度 １５年度

常勤役員数   1 1

うち県退職者 1 1

うち県派遣職員

常勤職員数  1 1

うち県退職者

うち県派遣職員

項　　目



７　事務事業の見直しの状況

（参考）公社等外郭団体の見直し概要（千葉県行政改革推進本部決定）

改革方針

改革の期間

改革の概要

改革の効果

改革に伴う
課題

その他

　幕張新都心拡大地区においては、平成２年度に花見川終末処理場の下水道処理水を活用した地
域冷暖房事業の導入方針を決定した。
 平成３年度から４年度にかけて企業の進出決定あるいは内定を受けて、平成５年３月に地域冷暖
房事業の事業化が決定し,同年６月に事業主体として「幕張熱供給株式会社」が設立された。

　しかし、既契約企業の施設建設が進まないことや、昨今の厳しい社会経済情勢から熱供給事業が
成立する見通しが立たないことから、本事業の継続は困難であると判断し、事業を中止した。

　また、「幕張熱供給株式会社」についても、平成１４年１１月２９日の臨時株主総会で解散が決議さ
れ、平成１５年３月２０日で清算を結了した。
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